
No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ● 会計年度任用職員 ）

①

②

③

委員報酬（選挙管理委員会委員）

指
　
　
　
　
標

2年度 3年度 4年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

継続 継続

　地方自治法で選挙管理委員を置くことになっている。報酬については、
条例に基づき支給しており、他区の動向を把握し、適正な水準を維持して
いく。

指標に関する説明
5年度
見込み

目標値
(8年度)

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 年度 根拠

法令等

政策 13
行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

地方自治法第181条第2項
報酬及び費用弁償に関する条例

昭和 31 1956

経過

①委員長　　　　　　　　②委員長職務代理者　　　③委員
　平成元年　240,000円　　 　　　　　　　　　　 　 平成元年　202,000円
　平成2年　 250,000円　　 　　　　　　　　　　　  平成2年　 210,000円
　平成4年　 272,000円　　 平成4年　239,000円　    平成4年　 228,000円
　平成8年　 286,000円　　 平成8年　252,000円　    平成8年 　240,000円

必要性

　委員及び補充員の報酬は条例により定められているため、必要である。

実施
方法

1直営

事務事業分析シート（令和5年度）

協働 業務 財務14-01-01

事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

目的

　荒川区行政委員会の委員等及び非常勤の監査委員等の報酬及び費用弁償に関する条例に基づき、選挙管
理委員会の委員長、委員長職務代理者及び委員に報酬を支給する。

対象者
等

選挙管理委員会委員及び補充員

内容

　任期4年（現委員任期　令和2年10月19日～令和6年10月18日）

<報酬額内訳>　選挙管理委員会委員　4名
　・委員長（1人）　　　　　　　月額　286,000円
　・委員長職務代理者（1人）　　月額　252,000円
　・委員（2人）　　　　　　　　月額　240,000円
　・補充員　　　　　　 　　　　日額　  7,900円
　・定例会　　　　　　　       月2回

区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

内線 3411

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

部課名
担当者名

選挙管理委員会事務局

山本

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-01-01 委員報酬

課長名 浦田



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

0

備
考

　給与関係費の主な内容は、選挙管理委員会の委員長、委員長職務代理者及び委員への報酬である。
特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 12,216

0

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 12,216 12,216

0

3年度 4年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0 0

0

行
政
収
入

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　引続き他区の動向等を把握し、適
正な報酬水準を維持する。

0 0

0

　引続き他区の動向等を把握し、
適正な報酬水準を維持する。

　２３区の動向に変化はなく、適正
な報酬水準を維持した上で支出し
た。

0 0 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 0 0

地方税等

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

令和4年度に実施した
改善内容および評価

23区の平均報酬額の状況
　1　委員長　　　　　　月額　284,776円　　荒川区286,000円　（21区中14位）
  2　委員長職務代理者　月額　243,725円　　荒川区252,000円　（8区中4位）
  3　委員　　　　　　　月額　232,200円　　荒川区240,000円　（21区中8位)
荒川区は、他区と比較し中位にある。今後も動向を把握して、適正な水準を維持する必要がある。

差額 勘定科目

決算額（5年度は見込み）

0
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0

0
特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)

行政費用合計(b) 12,216

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 12,216

▲ 12,216

物件費 0
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 0

3年度

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

12,216 0 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 12,216 ▲ 12,216

0

▲ 12,216

110 110

勘定科目 4年度

6 5

12,216 報酬 委員長報酬等 12,248報酬 委員長報酬等 12,216 報酬 委員長報酬等

0

0

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

110 128 116 116
委員会開催数（臨時会） 4 4 8 6 8

12,216 12,216

2年度

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度

委員会参加延べ人数 110

委員会開催数（定例会） 24 24 24 24 24 23 24
3年度 4年度 5年度

3年度 4年度 5年度

12,216 12,216 12,248
12,248 12,248 12,248 12,248

予算・決算額等の推移
予算額

12,216 12,216
12,248 12,248 12,248

29年度 30年度 元年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

継続 継続

　対象者を限定し、適正な執行を行う。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

経過

・平成11年4月15日 荒川区選挙管理委員会交際費支出基準制定
・平成15年9月 5日 荒川区選挙管理委員会交際費支出基準の一部を改正

必要性

　都・区議会議員、明るい選挙推進協議会委員、明るい選挙推進委員等との交際上、必要な経費である。

実施
方法

1直営

目的

　荒川区選挙管理委員会交際費支出基準に従い、対象者に慶弔及び病気等の見舞金を支出する。

対象者
等

東京都議会議員（荒川区選出）、荒川区議会議員、明るい選挙推進協議会委員、明るい選挙推進委員、行
政委員会の委員、選挙管理委員、事務局職員並びにこれらの者の配偶者及び親族一親等の者、その他選挙
管理委員会委員長が必要と認める場合

内容

<香典>
　1件あたり5千円とする。ただし、相手方との交際の程度が特別と認められる場合には、1万円を限度とす
る。

<見舞い>
　香典に準ずる。

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

荒川区選挙管理委員会交際費支出基準
終期設定 年度
開始年度 平成 11 1999 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

01-02-01 交際費

事務事業名 委員長交際費
部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田

担当者名 山本 内線 3411

事務事業コード 14-01-02 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　

　

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　令和3年度は、前選挙管理委員逝去による弔慰金の支出が1件あった。
5特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 5 0

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 5 0 ▲ 5 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 5

0 0
0 5

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 0 0 0 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 5 0
0 0

5

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 5 0 ▲ 5 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 0 0 0

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

交際費 委員長交際費 5 交際費 委員長交際費 0 交際費 委員長交際費 50
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

0 0 5見舞い（件数） 0 0 0 0

5年度
香典（件数） 0 0 1 0 1 0 5

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

50 50
決算額（5年度は見込み） 0 0 5 0 5 0 50
予算額 50 50 50 50 50

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

継続 継続

　各自治体が負担する分担金のため、継続していく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

目標値は過去3年間の平均値
全国市区選挙管理委員会連合会へ
の法改正要望提出件数

6 4 5 2

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

5

経過

・平成 9年度　特別区選挙管理委員会連合会分担金が、54,000円から60,000円となった
・平成11年度　全国市区選挙管理委員会連合会東京支部分担金が、15,000円から5,000円となった
・平成11年度　特別区第六ブロック選挙管理委員長会分担金が廃止となった
・平成21年度　特別区選挙管理委員会連合会分担金が、60,000円から40,000円となった
・平成22年度　特別区選挙管理委員会連合会分担金が、40,000円から30,000円となった
・平成25年度　全国市区選挙管理委員会連合会分担金が、68,200円から68,800円となった
・平成29年度　全国市区選挙管理委員会連合会分担金が、68,800円から70,000円となった
・令和 3年度　全国市区選挙管理委員会連合会分担金が、70,000円から70,800円となった

必要性

　課題に関する情報交換や先進事例の収集、法改正等の要望提出など適正な選挙事務執行のために必要な
経費である。

実施
方法

1直営

目的

　各選挙管理委員会連合会において、適正な選挙事務の執行や、啓発による投票率の向上を目的とした調
査研究に要する経費を支出する。

対象者
等

　選挙管理委員会委員、全国市区選挙管理委員会連合会、全国市区選挙管理委員会連合会東京支部、特別
区選挙管理委員会連合会

内容

・選挙管理委員会委員の費用弁償
　1回につき3,000円
・全国市区選挙管理委員会連合会分担金の支出
　1年あたり70,800円
・全国市区選挙管理委員会連合会東京支部分担金の支出
　1年あたり5,000円
・特別区選挙管理委員会連合会分担金の支出
　1年あたり30,000円

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

終期設定 年度
開始年度 昭和 21 1946 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

01-02-02 その他運営費

事務事業名 選挙管理委員会事務局運営
部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田

担当者名 山本 内線 3411

事務事業コード 14-01-03 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　 　 　

　

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　物件費は、選挙管理委員が委員会や各種会議に参加する際の旅費である。
▲ 635特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 2,391 ▲ 3,026

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 2,391 3,026 635 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 2,391

0 0
▲ 3,026 ▲ 635

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 115 136 21 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 2,391 ▲ 3,026
0 0

▲ 635

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 106 106 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 333 369 36 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 1,837 2,415 578

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

需用費 連絡協議会賄い 0 需用費 連絡協議会賄い 0 需用費 連絡協議会賄い 1

負担金補助等 選挙管理委員会連合会分担金等 140負担金補助等 選挙管理委員会連合会分担金等 106 負担金補助等 選挙管理委員会連合会分担金等 106
旅費 定例委員会及び諸会議等 333 旅費 定例委員会及び諸会議等 369 旅費 定例委員会及び諸会議等 859

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

5年度実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

1,000 1,000
決算額（5年度は見込み） 866 856 791 423 439 475 1,000
予算額 998 999 999 810 999

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

継続 継続

　公職選挙法、検察審査会法及び裁判員法に基づき適正に実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

パンフレット等による周知回数
（裁判員）

1 1 1 1 1

パンフレット等による周知回数
（検察審査員）

1 1 1 1

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

1

経過

①平成10年6月から、定時登録の回数が年1回(9月のみ)から年4回に改正。平成11年5月1日から、在外
　選挙人名簿への登録開始
　平成30年6月１日の法改正の施行により、在外選挙人名簿への登録手続きで、在外公館等申請に加
　え、国外への転出届を提出する際に登録手続きができる出国時申請が追加された。
②平成20年7月15日の法改正の施行により、資格調査の必要がなくなり、候補者予定者の名簿の送付
  のみに改正された。
③平成20年4月18日に施行期日を定める政令が公布され、平成21年5月21日から裁判員制度開始

必要性

①公職選挙法で定められているため、必要である。
②検察審査会法に定められているため、必要である。
③裁判員の参加する刑事裁判に関する法律に定められているため、必要である。

実施
方法

1直営

目的

①公職選挙法第22条第1項及び第30条の6第1項の規定に基づき、選挙人名簿、在外選挙人名簿を調製する。
②検察審査員候補者予定者を選定し、検察審査員候補者予定者名簿を調製する。
③裁判員候補者予定者を選定し、裁判員候補者予定者名簿を調製する。

対象者
等

①国内有権者・在外邦人
②③衆議院議員選挙の選挙権を有する者

内容

①選挙人名簿及び在外選挙人名簿の登録
・年4回の登録月（3・6・9・12月）に新たに選挙人名簿に登録
・選挙時登録　　　選挙期日の公示・告示日の直前に登録
・在外選挙人登録　在外邦人の申請に基づき、登録資格を調査の上、在外選挙人名簿に登録
②検察審査員候補者予定者の選定・登録(年１回)
・東京第一から第六各検察審査会事務局より割り当てられた検察審査員候補者予定者を選挙人名簿より
　くじで選定し、東京第一から第六各検察審査会事務局へ送付する。
③裁判員候補者予定者の選定・登録(年１回)
・東京地方裁判所から割り当てられた人数を、選挙人名簿からくじで選定し、裁判員候補者予定者名簿
　を作成し、東京地方裁判所に送付する。

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

①公選法19条、30条の2②検察審査会法第2章③
裁判員法終期設定 年度

開始年度 昭和 20 1945 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

01-04-01 選挙管理委員会事務局事務費

事務事業名 選挙人名簿調製事務
部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田

担当者名 鈴木 内線 3411

事務事業コード 14-01-04 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　 　 　

　

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

平成29年度に投票用紙読取分類機3台及び令和3年度に期日前投票システムサーバーを購入したため、減価償却
費が計上されている。

5,647特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 13,281 ▲ 7,634
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 13,363 7,709 ▲ 5,654 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 13,281
0 0

▲ 7,634 5,647
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 156 61 ▲ 95 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 13,281 ▲ 7,634
75 ▲ 7

5,647

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 82
減価償却費 5,270 3,137 ▲ 2,133 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

75 ▲ 7
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 82
物件費 1,060 681 ▲ 379 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 6,877 3,830 ▲ 3,047

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

負担金補助及び交付金 全国市区選挙管理委員会連合会研修会費 0 負担金補助及び交付金 全国市区選挙管理委員会連合会研修会費 9
役務費 検察審査会等関係通知郵送料等 105役務費 検察審査会等関係通知郵送料等 18 役務費 検察審査会等関係通知郵送料等 51

需用費 選挙人名簿抄本用紙等 918 需用費 選挙人名簿抄本用紙等 398 需用費 選挙人名簿抄本用紙等 484
旅費 会計年度月額職員通勤手当等 303旅費 会計年度月額職員通勤手当等 124 旅費 会計年度月額職員通勤手当等 232

共済費 社会保険料（非常勤） 311 共済費 社会保険料（会計年度月額職員） 362 共済費 社会保険料（会計年度月額職員） 362

職員手当等 会計年度月額職員期末手当 422職員手当等 会計年度月額職員期末手当 738 職員手当等 会計年度月額職員期末手当 412
報酬等 会計年度月額職員報酬 3,452 報酬等 会計年度月額職員報酬 2,093 報酬等 会計年度月額職員報酬 2,127

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

416 420裁判員候補者選定（割当て）人数 335 382 464 498 475
検察審査員候補者選定（割当て）人数 54 54 54 54 54

234 252 252
54 54

在外選挙人名簿登録者数（9月） 242 240 246 236

5年度
選挙人名簿登録者数（9月） 168,943 169,789 170,743 171,748 171,833 171,852 172,000

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

3,900 3,812
決算額（5年度は見込み） 3,310 3,295 4,312 13,837 5,561 3,548 3,812
予算額 3,596 5,389 4,547 17,523 7,340

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

推進 推進

　日頃から区民の政治・選挙への関心を高める上で重要である。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

目標値は過去5回の最高人数話しあい活動参加人数 10 0 0 32

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

44

経過

・平成 9年度　 明るい選挙推進委員年間活動謝礼を、1人当たり5,000円とした（1,000円増）
・平成14年度　 話しあい指導員年間活動謝礼を、1人当たり5,000円とした（2,000円増）
・平成31年度　 明るい選挙推進委員年間活動謝礼を、1人当たり4,500円とし、ボランティア保険
（令和元年度） （500円）に全員加入

必要性

　公明で適正な「明るい選挙」を進めるに当たって、明るい選挙推進委員の協力は不可欠である。また、
活動を実施するに当たり、必要な知識・技法を習得するための場を提供する必要がある。

実施
方法

1直営

目的

　「話しあい」を通じ、政治や選挙についての関心を高めるとともに、主権者意識の高揚を図る。

対象者
等

・区民
・明るい選挙推進委員　86名(令和5年6月1日現在)

内容

　明るい選挙推進委員が、区内各地で日常生活のあらゆる機会を捉えて話しあい活動を実施する。
　また、明るい選挙推進委員が話しあい活動を実施するに当たり、必要な知識・技法を習得するために講
習会を実施する。

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

公職選挙法第6条
終期設定 年度
開始年度 昭和 32 1957 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

01-01-01 話しあい経費

事務事業名 常時啓発（話しあい活動）
部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田

担当者名 福光 内線 3411

事務事業コード 14-01-06 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　啓発機関誌や選挙関連の冊子を話
し合いの材料とし、推進協議会や推
進委員会議で、話し合い活動の啓発
を行う。

　啓発機関誌や選挙関連の冊子を話
し合いの材料とし、推進協議会や推
進委員会議で、話し合い活動の啓発
を行った。

　推進協議会や推進委員会議を話
し合い活動の一環とするなど既存
の事業を活用した促進策を行って
いく。

　新型コロナウイルスの影響により、話しあい活動の機会が少なくなっているため、安全に話し合いを持てる
方法を模索しつつ、各委員の主体的な活動を促していくことが必要である。

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　補助費等は、明るい選挙推進委員への年間活動謝礼である。
780特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 1,730 ▲ 950

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 1,730 950 ▲ 780 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 1,730

0 0
▲ 950 780

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 76 27 ▲ 49 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 1,730 ▲ 950
0 0

780

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 430 440 10 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 0 0 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 1,224 483 ▲ 741

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

使用料及び賃借料 研修会会場使用料 0 使用料及び賃借料 研修会会場使用料 0 使用料及び賃借料 研修会会場使用料 9
役務費 保険料 52役務費 保険料 43 役務費 保険料 44

報償費 推進委員年間活動謝礼 387 報償費 推進委員年間活動謝礼 396 報償費 推進委員年間活動謝礼 464
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

87 86明るい選挙推進委員数 97 98 98 94 94
話しあい活動研修会参加者 中止 中止 中止 中止 中止

0 0 44
中止 1

話しあい活動参加者数 101 11 44 10

5年度
話しあい活動回数 4 2 2 7 0 0 4

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

525 525
決算額（5年度は見込み） 485 539 441 465 430 440 525
予算額 623 624 624 625 525

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

推進 推進

　推進委員の協力を得るため、研修会等を引き続き実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

目標値は過去3回の最高値＋5ポイン
ト

明るい選挙推進大会への参加率
(参加者数／募集人数)（％）

0 0 0 45

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

45

経過

　平成15年度から、東京都主催の明るい選挙推進協議会委員及び明るい選挙推進委員を対象とした事業の
参加については、原則的に現地集合・現地解散とした。（遠隔地を除く。）
　明るい選挙推進大会は、年一回、東京都及び各市区町村の明るい選挙推進協議会関係者が一堂に会し、
明るい選挙と投票への参加を広く働きかける他市区町村の活動状況報告を聴き、今後の啓発に役立てい
る。

必要性

　都または区が主催する各種研修に参加し、明るい選挙推進運動の効果的なあり方の検討及び具体的な実
施方法の検討を行うことが必要である。また、地区ごとの責任者や啓発機関誌の編集委員等を務めること
により、自主的な活動を促すことも期待できる。

実施
方法

1直営

目的

　明るい選挙推進運動を遂行するため、明るい選挙推進協議会の充実・強化や明るい選挙推進運動の担い
手となるべき指導者の養成を行う。

対象者
等

・明るい選挙推進協議会委員　　36名(令和5年6月1日現在)
・明るい選挙推進委員　　　    86名(令和5年6月1日現在)

内容

　明るい選挙推進運動の効果的なあり方の検討及び具体的な実施方法の検討を行うための各種会議及び研
修を行う。（区事業6・都事業2）

・明るい選挙推進協議会委員　定数36名　任期4年
　　（現委員任期　令和3年4月1日～令和7年3月31日）　  80歳定年制
・明るい選挙推進委員　定数120名　任期2年
　　（現委員任期　令和4年4月1日～令和6年3月31日）　　76歳定年制
・話しあい指導員　定数3名　任期2年　　　　　　　　　 76歳定年制

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

公職選挙法第6条
終期設定 年度
開始年度 昭和 32 1957 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

01-01-02 協議会および推進委員経費

事務事業名 常時啓発（協議会及び推進委員）
部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田

担当者名 有川 内線 3411

事務事業コード 14-01-07 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　期日前投票で投票立会人となった
方々などに声をかけ、新たな人材確
保を行う。

　期日前投票で投票立会人となった
方々などに対して声掛けを行った。

　期日前投票で投票立会人となっ
た方々や、他の啓発イベントなど
でに積極的に声をかけ、新たな人
材確保に努める。

　各投票区ごとに、明るい選挙推進委員を3名ずつ選任することが望ましいため、人材の発掘が必要である。

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　物件費は、選挙時報の購読料等である。
952特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 2,795 ▲ 1,843

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 2,795 1,843 ▲ 952 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 2,795

0 0
▲ 1,843 952

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 153 82 ▲ 71 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 2,795 ▲ 1,843
0 0

952

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 193 312 119 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 2,449 1,449 ▲ 1,000

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

使用料等 バス雇い上げ 0 使用料等 バス雇い上げ 0 使用料等 バス雇い上げ 92
役務費 各種会議通知郵送料 160役務費 各種会議通知郵送料 103 役務費 各種会議通知郵送料 138

需用費 会議賄、雑誌購読料 90 需用費 会議賄、雑誌購読料 174 需用費 会議賄、雑誌購読料 327
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

中止 10名推進大会 9名 12名 11名 中止 中止
新任推進委員研修会 中止 中止 中止 中止 中止

中止 中止 1回
中止 1回

地区世話人打合せ会 中止 1回 中止 中止

5年度
推進協議会 1回 1回 1回 1回 中止 2回 1回

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

573 579
決算額（5年度は見込み） 306 260 417 380 193 312 579
予算額 612 605 591 628 625

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

重点的に推進 重点的に推進

　若年層の投票率は、他の年齢層と比較しても著しく低いことから、小中
高生の頃から選挙に対し関心を持ってもらうため、重点的に推進する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

応募校／区内学校数
目標値＝全校

ポスターコンクール参加率（％） 39.5 50 52.9 70

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

100

経過

平成12年度から、白バラ教養セミナーと政治教養講座を一本化して実施
平成26年9月　ＪＣと協力し第五中学校（3年74名）で模擬選挙を実施
平成27年3月　啓発機関誌名を「えらぼうと」に変更（文章も横書きに変更）
平成27年度　模擬選挙　7校で実施
平成28年度　模擬選挙　3校で実施
平成29年度　模擬選挙　1校で実施
平成30年度　生徒会選挙用に、記載台、投票箱などの貸出し（区立中学10校、私立中学・高等学校1校）
令和元年度　生徒会選挙用に、記載台、投票箱などの貸出し（区立中学10校、私立中学・高等学校1校）
令和2年度   生徒会選挙用に、記載台、投票箱などの貸出し（区立中学8校）
令和3年度   模擬選挙　1校で実施
令和4年度   模擬選挙　2校で実施

必要性

　ポスターコンクールは、若年時からの選挙に対する意識を高めることが期待できる。また、啓発機関誌
の発行及び啓発資材の配布並びに講演会の開催により、区民への政治意識の高揚が図られる。

実施
方法

1直営

目的

　ポスターコンクールの実施や啓発資材の配布等により、児童・生徒の時から選挙に対する関心や意識の
醸成とともに有権者全体の政治意識の高揚を図る。

対象者
等

・区内有権者
・区内小、中、高校生

内容

・「明るい選挙」をテーマにしたポスターコンクールを開催し、区内小・中・高等学校の児童・生徒か
　らポスターを募集し、入賞作品を表彰するとともに、区施設で入賞作品を展示
・啓発機関誌の発行及び講演会の開催
・模擬選挙を出前授業として実施
・生徒会選挙などで記載台や投票箱を貸出し、啓発を図る
・啓発資材（パンフレット等）を作成し、成人の日のつどい等において配布
・川の手荒川まつりにおいて、明るい選挙ポスターコンクール入賞作品を展示し、模擬投票を実施

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

公職選挙法第6条
終期設定 年度
開始年度 昭和 32 1957 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

01-01-03 啓発経費

事務事業名 常時啓発（その他の啓発）
部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田

担当者名 鈴木 内線 3411

事務事業コード 14-01-08 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　啓発機関誌だけでなく、啓発グッ
ズ等にも作品を載せ配布するなど、
一層の応募促進を図る。

　啓発機関誌に受賞作品を掲載し
た。また、教育委員会に対してポス
ターコンクールの応募数増加の働き
かけを行った。

　啓発グッズ等に作品を載せ配布
するとともに、応募数増加のた
め、引き続き教育委員会や学校等
に働きかけを行う。

　新型コロナウイルスの影響でポスターコンクール等の取りまとめを行うことが難しくなる学校もあり、応募
数が減少傾向にあったが、新型コロナウイルスの5類移行に伴い、応募数増加に向けたより積極的な働きかけ
が必要である。

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　物件費は、ポスターコンクール参加賞の購入経費等である。
▲ 292特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 3,795 ▲ 4,087

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 3,795 4,087 292 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 3,795

0 0
▲ 4,087 ▲ 292

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 191 191 0 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 3,795 ▲ 4,087
0 0

▲ 292

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 27 27 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 516 488 ▲ 28 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 3,061 3,381 320

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

委託料 啓発機関誌デザイン委託 77 委託料 啓発機関誌デザイン委託 80 委託料 啓発機関誌デザイン委託 81
報償費 研修講師謝礼 30報償費 セミナー講師謝礼 27 報償費 研修講師謝礼 27

使用料等 ﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ会場使用料 0 使用料等 ﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ会場使用料 0 使用料等 ﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ会場使用料 9
役務費 啓発機関誌郵送料 55役務費 啓発機関誌郵送料 43 役務費 啓発機関誌郵送料 35

需用費 ポスターコンクール関連経費 397 需用費 ポスターコンクール関連経費 373 需用費 ポスターコンクール関連経費 694
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

啓発機関誌（各年度２回発行） 12,000 12,000 12,000 9,000 15,000
234 281 380

15,000 15,000
ポスターコンクール（参加者数） 465 426 370 172

5年度
ポスターコンクール（参加校） 25 24 25 15 18 18 24

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

868 869
決算額（5年度は見込み） 601 606 581 455 544 515 869
予算額 952 952 972 981 884

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ● 会計年度任用職員 ）

①

②

③

継続 継続

　公職選挙法及び最高裁判所裁判官国民審査法に基づき適正に実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

目標値:過去3回最短時間×0.9開票時間（分） 340 270

投票者数／有権者数
目標値:過去3回最高値＋5ポイント

投票率(小選挙区)（％） 56.03

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

61.03

経過

・平成5年7月18日の衆議院議員選挙から、即日開票を実施
・平成6年2月4日以降、衆議院議員の選挙制度が中選挙区制から小選挙区比例代表並立制に改正
・平成9年12月19日以降、投票時間の2時間延長及び不在者投票時間の3時間延長
・平成12年5月1日以降の衆議院議員選挙比例代表選出で、在外選挙を実施
・平成15年12月1日以降、期日前投票制度を導入
・平成19年6月1日以降の衆議院議員選挙小選挙区選出で、在外選挙を実施
・平成28年6月19日以降に公示（告示）される選挙から、選挙年齢引き下げ（18歳から投票可能）
・平成29年6月16日以降、小選挙区の区割り改定により第14区に台東区の一部区域が加わる
・令和4年12月28日以降、小選挙区の区割り改定により足立区の一部と第29区に変更
・令和5年2月17日以降の最高裁判所裁判官国民審査で在外選挙を実施

必要性

　公職選挙法及び最高裁判所裁判官国民審査法により、定められている。

実施
方法

1直営

人材派遣

目的

衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の管理執行

対象者
等

選挙人名簿登録者（選挙権を有しないものを除く）及び在外選挙人名簿登録者

内容

・選挙（国民審査）の管理執行に関する事務
・投票及び開票に関する事務
・選挙人名簿の調製・保管
・選挙（国民審査）に関する啓発・周知等

<衆議院議員選挙>
・小選挙区選出（東京都第14区）　定数1名（総定数289名）
・比例代表選出（東京都選挙区）　定数17名（総定数176名）
・任期４年（現議員任期　令和3年10月31日～令和7年10月30日）
・選挙運動期間　12日間

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

公職選挙法、最高裁判所裁判官国民審査法
終期設定 年度
開始年度 昭和 22 1947 年度 根拠

法令等

職員報償費・旅費（衆議院議員選挙）
事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

-- 事務費（衆議院議員選挙）
-- 人件費（衆議院議員選挙）
--

事務事業名
衆議院議員選挙及び最高裁判所裁
判官国民審査

部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田
担当者名 山本 内線 3411

事務事業コード 14-01-09 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　 　 　

　

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　行政費用は、衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の執行経費である。また、行政収入の都支出金
は、選挙執行経費に係る委託費交付金である。

11,113特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 11,113 0
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 96,113 0 ▲ 96,113 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 11,113
0 0
0 11,113

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 774 0 ▲ 774 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 11,113 0
0 ▲ 85,000

11,113

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 85,000
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 22,973 0 ▲ 22,973 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 ▲ 85,000
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 85,000
物件費 43,906 0 ▲ 43,906 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 28,460 0 ▲ 28,460

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

報償費等 選挙事務従事者手当等 31,747

負担金補助等 負担金補助及び交付金 92

使用料等 会場使用料等 1,756
委託費 システム運用保守等 15,797
役務費 郵送料・ポスター掲示場等 21,661
需要 従事者賄・消耗品費等 4,522
報酬 投票管理者報酬等 7,370

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

投票率（％） 52.08 0 0 0 56.03
96,012 0 0

0 0
投票者数 87,793 0 0 0

5年度
有権者数 168,586 0 0 0 171,344 0 0

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

－ －
決算額（5年度は見込み） 77,252 － － － 82,945 － －
予算額 78,677 － － － 96,022

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ● 会計年度任用職員 ）

①

②

③

継続 継続

　公職選挙法に基づき適正に実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

目標値:過去3回最短時間×0.9開票時間（分） 420 378

投票者数／有権者数
目標値:過去3回最高値＋5ポイント

投票率(東京都選出）（％） 56.10

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

62.14

経過

・昭和57年8月24日以降、参議院全国選出制が比例代表選出制に改正（昭和58年に執行）
・平成4年7月26日の参議院議員選挙から、即日開票を実施（即日開票による最初の選挙）
・平成9年12月19日以降、投票時間の2時間延長及び不在者投票時間の3時間延長（平成10年に執
　行）
・平成12年5月1日以降の参議院議員選挙比例代表選出で、在外選挙を実施（平成13年に執行）
・平成15年12月1日以降、期日前投票制度を導入（平成16年に執行）
・平成19年6月1日以降の参議院議員選挙選挙区選出で、在外選挙を実施（平成19年に執行）
・平成25年5月26日以降の参議院議員選挙から、インターネット選挙運動の解禁（平成25年に執行）
・平成25年7月1日以降の参議院議員選挙から、成年被後見人の選挙権回復（平成25年に執行）
・平成28年6月19日以降に公示（告示）される選挙から、選挙年齢引き下げ（18歳から投票可能）
・平成30年10月25日以降の参議院議員選挙から、比例代表選出で、特定枠制度の導入

必要性

　公職選挙法により、定められている。

実施
方法

1直営

人材派遣

目的

参議院議員選挙の管理執行

対象者
等

選挙人名簿登録者（選挙権を有しないものを除く）及び在外選挙人名簿登録者

内容

・選挙の管理執行に関する事務
・投票及び開票に関する事務
・選挙人名簿の調製・保管
・選挙に関する啓発・周知等

<参議院議員選挙>
・選挙区選出（東京都選挙区）　定数12名（総定数148名）　※3年ごとに半数改選
・比例代表選出　総定数100名　※3年ごとに半数改選
・任期6年（現議員任期　令和元年7月29日～令和7年7月28日、令和4年7月26日～令和10年7月25日）
・選挙運動期間　17日間（平成28年度　18日間）

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

公職選挙法
終期設定 年度
開始年度 昭和 22 1947 年度 根拠

法令等

職員報償費・旅費（参議院議員選挙）
事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

01-01-01 事務費（参議院議員選挙）
01-01-02 人件費（参議院議員選挙）
01-01-03

事務事業名 参議院議員選挙
部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田

担当者名 山本 内線 3411

事務事業コード 14-01-10 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　 　 　

　

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　行政費用は、参議院議員選挙の執行経費である。また、行政収入の都支出金は、選挙執行経費に係る委託費
交付金である。

▲ 13,297特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) 0 ▲ 13,297
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 0 116,550 116,550 通常収支差額(c)+(d)=(e) 0
0 0

▲ 13,297 ▲ 13,297
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 0 842 842 行政収支差額(a)-(b)=(c) 0 ▲ 13,297
103,253 103,253

▲ 13,297

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 22,757 22,757 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

103,253 103,253
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 61,485 61,485 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 0 31,466 31,466

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

報償費等 選挙事務従事者手当等 32,071

負担金補助等 負担金補助及び交付金 127

使用料及び賃借料 会場使用料等 2,019
委託料 システム運用保守等 17,796
役務費 郵送料・ポスター掲示場等 38,059
需用費 従事者賄・消耗品費等 3,411
報酬 投票管理者報酬等 7,315

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

投票率（％） 0 0 50.88 0 0
0 95,844 0

56.10 0
投票者数 0 0 86,523 0

5年度
有権者数 0 0 170,046 0 0 170,832 0

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

113,900 －
決算額（5年度は見込み） － － 79,915 － － 100,798 －
予算額 － － 97,359 － －

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ● 会計年度任用職員 ）

①

②

③

継続 継続

　公職選挙法に基づき適正に実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

目標値:過去3回最短時間×0.9開票時間（分） 140 126

投票者数／有権者数
目標値:過去3回最高値＋5ポイント

投票率（％） 54.45

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

64.69

経過

・平成7年4月9日の東京都知事選挙から、即日開票を実施
・平成9年12月19日以降、投票時間の2時間延長及び不在者投票時間の3時間延長
（改正後、最初の選挙は平成11年）
・平成15年12月1日以降、期日前投票制度を導入（改正後、最初の選挙は平成19年）
・平成28年6月19日以降に公示（告示）される選挙から、選挙年齢引き下げ（18歳から投票可能）

必要性

　公職選挙法により、定められている。

実施
方法

1直営

人材派遣

目的

東京都知事選挙の管理執行

対象者
等

選挙人名簿登録者（選挙権を有しないものを除く）

内容

・選挙の管理執行に関する事務
・投票及び開票に関する事務
・選挙人名簿の調製・保管
・選挙に関する啓発・周知等

<東京都知事選挙>
・定数1名
・任期4年（現知事任期　令和2年7月31日～令和6年7月30日）
・選挙運動期間　17日間

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

公職選挙法
終期設定 年度
開始年度 昭和 22 1947 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

事務事業名 都知事選挙
部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田

担当者名 山本 内線 3411

事務事業コード 14-01-11 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　 　 　

　

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

0特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) 0 0
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 0 0 0 通常収支差額(c)+(d)=(e) 0
0 0
0 0

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 0 0 0 行政収支差額(a)-(b)=(c) 0 0
0 0

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 0 0 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 0 0 0

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

投票率（％） 0 0 0 54.45 0
0 0 0

0 0
投票者数 0 0 0 91,882

5年度
有権者数 0 0 0 168,759 0 0 0

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

－ －
決算額（5年度は見込み） － － － 83,938 － － －
予算額 － － － 94,358 －

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ● 会計年度任用職員 ）

①

②

③

継続 継続

　公職選挙法に基づき適正に実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

目標値:過去3回最短時間×0.9開票時間（分） 90 81

投票者数／有権者数
目標値:過去3回最高値＋5ポイント

投票率（％） 43.10

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

57.94

経過

・平成5年6月27日の東京都議会議員選挙から、即日開票を実施
・平成5年6月27日の東京都議会議員選挙から、荒川区選挙区の議員定数が3名から2名に改正
・平成9年12月19日以降、投票時間の2時間延長及び不在者投票時間の3時間延長
（改正後、最初の選挙は平成13年）
・平成15年12月1日以降、期日前投票制度を導入（改正後、最初の選挙は平成17年）
・平成28年6月19日以降に公示（告示）される選挙から、選挙年齢引き下げ（18歳から投票可能）

必要性

　公職選挙法により、定められている。

実施
方法

1直営

人材派遣

目的

東京都議会議員選挙の管理執行

対象者
等

選挙人名簿登録者（選挙権を有しないものを除く）

内容

・選挙の管理執行に関する事務
・投票及び開票に関する事務
・選挙人名簿の調製・保管
・選挙に関する啓発・周知等

<東京都議会議員選挙>
・荒川区選挙区　定数2名（総定数127名）
・任期4年（現議員任期　令和3年7月23日～令和7年7月22日）
・選挙運動期間　9日間

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

公職選挙法
終期設定 年度
開始年度 昭和 22 1947 年度 根拠

法令等

事務費（都議会選挙）
事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

-- 職員報償費・旅費都議会選挙）
-- 人件費（都議会選挙）
--

事務事業名 都議会議員選挙
部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田

担当者名 山本 内線 3411

事務事業コード 14-01-12 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　 　 　

　

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　行政費用は、東京都議会議員選挙の執行経費である。また、行政収入の都支出金は、選挙執行経費に係る委
託費交付金である。

7,835特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 7,835 0
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 82,345 0 ▲ 82,345 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 7,835
0 0
0 7,835

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 652 0 ▲ 652 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 7,835 0
0 ▲ 74,510

7,835

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 74,510
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 18,416 0 ▲ 18,416 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 ▲ 74,510
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 74,510
物件費 39,364 0 ▲ 39,364 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 23,913 0 ▲ 23,913

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

報償費等 選挙事務従事者手当等 25,560

備品購入費 投票用紙計数機等 3,741

使用料及び賃借料 会場使用料等 1,844
委託料 システム運用保守等 13,611
役務費 郵送料・ポスター掲示場等 17,296
需用費 従事者賄・消耗品費等 5,356
報酬 投票管理者報酬等 6,563

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

投票率（％） 52.94 0 0 0 43.10
72,830 0 0

0 0
投票者数 87,849 0 0 0

5年度
有権者数 165,955 0 0 0 168,970 0 0

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

－ －
決算額（5年度は見込み） 78,586 － － － 73,971 － －
予算額 98,922 － － － 87,224

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ● 会計年度任用職員 ）

①

②

③

継続 継続

　公職選挙法に基づき適正に実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

目標値:過去3回最短時間×0.9開票時間（分） 135 68

投票者数／有権者数
目標値:過去3回最高値＋5ポイント

投票率（％） 31.85

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

36.85

経過

・昭和27年8月15日、地方自治法の一部改正により、区長公選制の廃止
・平成27年6月19日以降に公示（告示）される選挙から、選挙年齢引き下げ（18歳から投票可能）
・昭和49年6月1日、地方自治法の一部改正により、区長公選制が復活（復活後、最初の選挙は昭和50
　年）
・平成元年7月23日から、単独選挙（統一地方選挙から外れる）
・平成9年12月19日以降、投票時間の2時間延長及び不在者投票時間の3時間延長
　(改正後、最初の選挙は平成13年)
・平成13年5月27日から、開票は投票日の翌日とする
・平成15年12月1日以降、期日前投票制度を導入（改正後、最初の選挙は平成16年）
・平成28年6月19日以降に公示（告示）される選挙から、選挙年齢引き下げ（18歳から投票可能）

必要性

　公職選挙法により、定められている。

実施
方法

1直営

人材派遣

目的

荒川区長選挙の管理執行

対象者
等

選挙人名簿登録者（選挙権を有しないものを除く）

内容

・選挙の管理執行に関する事務
・投票及び開票に関する事務
・選挙人名簿の調製・保管
・選挙に関する啓発・周知等

<荒川区長選挙>
・定数1名
・任期4年（現区長任期　令和2年11月14日～令和6年11月13日）
・選挙運動期間　7日間

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

公職選挙法
終期設定 年度
開始年度 昭和 22 1947 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

事務事業名 区長選挙
部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田

担当者名 山本 内線 3411

事務事業コード 14-01-13 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　 　 　

　

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

0特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) 0 0
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 0 0 0 通常収支差額(c)+(d)=(e) 0
0 0
0 0

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 0 0 0 行政収支差額(a)-(b)=(c) 0 0
0 0

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 0 0 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 0 0 0

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

投票率（％） 0 0 0 31.85 0
0 0 0

0 0
投票者数 0 0 0 53,624

5年度
有権者数 0 0 0 168,350 0 0 0

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

－ －
決算額（5年度は見込み） － － － 66,427 － － －
予算額 － － － 91,794 －

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ● 会計年度任用職員 ）

①

②

③

継続 継続

　公職選挙法に基づき適正に実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

目標値:過去3回最短時間×0.9開票時間（分） 150 181 135

投票者数／有権者数
目標値:過去3回最高値＋5ポイント

投票率（％） 31.84 44.57

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
2年度 3年度 4年度

5年度
見込み

目標値
(8年度)

50.46

経過

・平成7年4月23日から、議員定数が38名から34名に改正
・平成9年12月19日以降、投票時間の2時間延長及び不在者投票時間の3時間延長
　(改正後、最初の選挙は平成11年)
・平成11年4月25日から、開票は投票日の翌日とする
・平成15年4月27日から、議員定数が34名から32名に改正
・平成15年12月1日以降、期日前投票制度を導入（改正後、最初の選挙は平成19年）
・平成28年6月19日以降に公示（告示）される選挙から、選挙年齢引き下げ（18歳から投票可能）

必要性

　公職選挙法により、定められている。

実施
方法

1直営

人材派遣

目的

荒川区議会議員選挙の管理執行

対象者
等

選挙人名簿登録者（選挙権を有しないものを除く）

内容

・選挙の管理執行に関する事務
・投票及び開票に関する事務
・選挙人名簿の調製・保管
・選挙に関する啓発・周知等

<荒川区議会議員選挙>
・定数32名
・任期4年（現議員任期　令和5年5月1日～令和9年4月30日）
・選挙運動期間　7日間

政策 13 区民の主体的な区政参画と連携強化
施策 03 選挙の執行

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

公職選挙法
終期設定 年度
開始年度 昭和 22 1947 年度 根拠

法令等

職員報償費・旅費（荒川区議会議員選挙）
事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

01-01-01 事務費（荒川区議会議員選挙）
01-01-02 人件費（荒川区議会議員選挙）
01-01-03

事務事業名
区議会議員（補欠選挙を含む）選
挙

部課名 選挙管理委員会事務局 課長名 浦田
担当者名 山本 内線 3411

事務事業コード 14-01-14 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和5年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　 　 　

　

問題点・課題の改善策

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和4年度に実施した
改善内容および評価

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　行政費用は、荒川区議会議員選挙の執行経費である。物件費は委託契約等の費用であり、補助費は主に投票
所従事者の報酬である。

▲ 17,815特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) 0 ▲ 17,815
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 0 17,815 17,815 通常収支差額(c)+(d)=(e) 0
0 0

▲ 17,815 ▲ 17,815
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 0 515 515 行政収支差額(a)-(b)=(c) 0 ▲ 17,815
0 0
▲ 17,815

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 1,181 1,181 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 3,692 3,692 国庫支出金 0 0

0 0
0

4年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 0 12,427 12,427

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 3年度 4年度 差額 勘定科目 3年度

報償費等 職員手当等 2,278 報償費等 選挙事務従事者手当等 24,742

負担金補助及び交付金 公費負担 33,071負担金補助及び交付金 共同調製物 1,181

使用料及び賃借料 会場使用料 11 使用料及び賃借料 会場使用料等 1,930
委託料 システム運用保守等 15,865委託料 システム運用保守等 921

役務費 郵送料等 224 役務費 郵送料・ポスター掲示場等 40,745
需用費 従事者賄・消耗品費等 4,637需用費 消耗品費等 2,445

報酬 会計年度任用職員報酬 1,116 報酬 投票管理者報酬等 5,767
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）

投票率（％） 0 0 44.00 31.84 0
0 0 74,453

0 44.57
投票者数 0 0 72,939 53,602

5年度
有権者数 0 0 165,755 168,350 0 0 167,058

実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

10,430 126,757
決算額（5年度は見込み） － 7,652 82,960 16,148 － 8,176 126,757
予算額 － 15,185 111,781 19,093 －

4年度 5年度予算・決算額等の推移 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度


